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◉営利法人は、安定的な経営のために利益の追求を目的とするが、この利益によって
　社会的責任を果たし、新たな価値を創造していくことが経営者に問われる姿勢であ
　る。特に、介護サービスは保険料や税という形でその財源を重層的に支えている
　社会保障制度に基づくサービスであり、民間介護事業者には、公益性の高い行動
　規範の遵守が求められる存在としての自覚が求められる。社会的信頼に応えうる
　事業経営として、法令遵守（コンプライアンス）、企業の社会的責任（CSR）等への
　取り組みは重要といえる。例えば、介護事業者の環境問題を意識した経営も不可欠
　であると考えられる。

◉介護保険の基本理念の実現と、介護関連事業等の効率的な経営を図ることを
　目的として、介護経営のあり方を科学的に研究する意義は大きい。多様な連携を
　視野に入れた経営戦略、個別介護事業の経営管理、介護市場をめぐる問題点の
　分析等について日本介護経営学会をはじめとして研究者・実務家・行政等の連携
　を図り、介護経営の科学的分析を進めていく必要がある。

◉また、社会の要請にこたえうる産業となるためにも、介護経営の人材を育成する
　とともに、介護経営に資するシンクタンクなどの研究機関の設置が望まれる。
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◉シルバーサービスは、今後とも産業としての発展可能性が高い分野であり、就労の
　場として魅力あるものとなるよう環境を整える必要がある。そのためには、先進技術
　の応用や未来志向の事業展開を進め、とりわけ、若い世代にとっては、働きがいや
　社会貢献への意欲が高まるものとなるよう努めなければならない。

◉介護分野においては、介護事業者を取り巻く経営環境の悪化により、介護を担う
　人材が疲弊し、将来に夢を持てずにいる現状がある。こうしたことでは今後ますま
　す増大する介護需要に対応できないことから、介護報酬等において介護労働の
　評価を見直すことも必要であるが、介護事業者の経営力の向上により、労働環境
　の向上、キャリアアップおよびメンタルヘルスに関する取り組みなどに努めることも
　重要である。

◉シルバーサービスの振興が本格的に取り組まれ既に20年以上が経過していること
　から、民間介護事業者の中には既に世代交代の時期を迎えているところもある。今後
　は、シルバーサービス分野においても新規事業者の積極的な参入や育成を視野に入
　れた取り組みを、個々の事業者のみならず業界として取り組む必要がある。

◉高齢期を迎え、たとえ介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で安心して
　暮らし続けたいという願いに応じていくためには、住まいに関するさまざまな不安を
　解消することが緊急の課題となっている。例えば、階段や浴槽などでの事故防止と
　してのバリアフリー化等の推進や、賃貸住宅への入居の際の不安の解消、在宅医療
　や介護サービスと融合した緊急時の体制の確保など、緊急かつ適切に対応していか
　なければならない。

◉こうした不安をなくし、高齢者が安心して生活できる居住環境を整備するため、
　2001（平成13）年には、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」が公布された。
　この法律は、高齢社会の急速な進展に対応し、民間活力の活用と既存ストックの
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　有効利用を図りつつ、高齢者向けの住宅の効率的な供給を促進するとともに、高齢
　者の入居を拒まない住宅の情報を広く提供し、高齢者が安心して暮らしていける居住
　環境の実現を目的に策定された。

◉虚弱になっても同じ住居にそのまま住み続けたいと考える高齢者は少なくないことから、
　住まいのバリアフリー化など、「住み続ける」ためのさまざまな方策が求められている。
　また、市場の拡大は今後ますます期待される一方で、事業者の質の確保に加えて、
　改修にあたっての諸契約や工事の際のトラブルの解消などが緊急の課題となっている。

◉平成17（2005）年度の介護保険法改正において、居住系サービスの充実が図られ、
　「特定施設入居者生活介護」に一定の基準を満たす「高齢者専用賃貸住宅（高専賃）」
　が加えられた。これにより、有料老人ホームやケアハウスとともに、高専賃の施設数
　が急速に拡大してきている。「特定施設入居者生活介護」では、全てのサービスを施設
　側が提供する形態だけではなく、在宅サービスとの融合した形での外部サービス利用
　型も認められ、多様化が進んでいる。この多様化の一方で、利用者からサービス内
　容等についてわかりにくいとの指摘や、契約上のトラブルも見受けられるようになっ
　てきており、サービスの質の確保が緊急の課題となっている。

◉また、バリアフリー対応など良質な住まいの確保とあわせて、さまざまな福祉用具の
　活用、夜間対応や24時間体制の医療や介護サービスの提供、ターミナルケア、緊急時
　の対応など、保健医療・福祉行政と連携した高齢者の包括的な日常生活の支援体制
　の構築を進める必要がある。

◉このほか、団塊の世代の高齢化に対応して、国内のみならず海外も含め居住の場が
　多様化することや、住まい方も多様化することが想定される。既に、高齢者の自宅
　を借上げて転貸することで、売却することなく住みかえや老後の資金として活用する
　仕組みが構築され、こうした仕組みを若い層が有効に活用することで、家を貸したい
　方と借りたい方の双方にメリットの生まれる仕組みとなっている。今後も、こうした
　既存ストックの有効利用の仕組みを構築していくために、法律や税制等の環境整備
　や、情報提供・相談体制の整備、質の確保等の対応が求められる。

◉さらには、高齢者が健康で安心し、かつ生きがいを持った暮らしを続けていくため
　には、住まいの確保とともに、その地域で暮らしていくための様々な社会資源を
　生活者としての高齢者等の視点から整備していくことが求められる。こうした考え方
　に基づき、厚生労働省でも健康、生きがい、安心、住まいをキーワードとして
　「ウェル・エイジング・コミュニティ（WAC）」のまちづくりが推進されてきたが、これか
　らの高齢社会においても、高齢者が健康で安心し、かつ生きがいを持って暮らしを
　充実させていけるまちづくりをめざして、介護サービスのみならず、さまざまなシルバー
　サービスを提供し続けられよう、民間が創造性・効率性を追求しながら、さらなる
　シルバーサービスの振興を図っていかなければならない。
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